
戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 51889 保育園管理運営費

担当組織 総務部 人事課 担当

組織コード
R6 07 06 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 04 01 01

記入日 令和 7年 2月14日
R5 07 06 00 R5 01 03 02 04 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ○ 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ● 対象外

事業期間

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

会計年度任用職員制度の開始に伴い、必要人員をフルタイム会計年度任用職員として配置し、効率的かつ円滑な職場環境を

事業目的
確保する。

フルタイム会計年度任用職員について、適正な任用及び運用を行う。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 79,174 120,707 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 79,174 120,707 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 79,174 120,707 0 0 0



2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － Ｂ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
－ － Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
－ － Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
－ － Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和５年度に
実施した

取組内容・効果

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 23362 保育園事務費

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 入所・認定担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 01 03 01

記入日 令和 6年 6月17日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 01 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 子ども・子育て支援法 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
保育が必要な子育て家庭の児童及び保育を必要とする保護者

※予算編成用シート

事業目的

－

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 4,770 15,465 13,824 6,744 6,744

財
源
内
訳

国庫支出金 0 1,716 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,030 1,030 1,030 1,030 1,030

一般財源 3,740 12,719 12,794 5,714 5,714

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 4,770 15,465 13,824 6,744 6,744



4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和５年度に
実施した

取組内容・効果

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ●４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和６年度から待機児童緊急対策事業を統合する。

事業の方向性・
取組方針



理 保育料等管理 保育料等管理

事業 事業 事業 事業 事業

事　業　費 4,692 8,580 8,580 8,580 8,580

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 4,692 8,580 8,580 8,580 8,580

人　件　費 13,002 13,002 13,002 13,002 13,002

投入 常勤職員 2人 2人 2人 2人 2人

人員 非常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

事業費＋人件費 17,694 21,582 21,582 21,582 21,582

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 23364 保育料等管理事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 入所・認定担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 01 03 02

記入日 令和 6年 6月10日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 01 03 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法第５６条第３項・第１０項、戸田市保育

根拠法令 料の徴収に関する規則、地方税法及び国税徴収法 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－１、２－２

対象
保育所入所児童保護者

保育園管理システムにより入所児童の管理をして､迅速な市民対応を行う｡また､保育料等の徴収･収納において保護者が納付

事業目的
しやすい環境を整え､収入未済額を圧縮し、健全な保育所運営のため財源確保を図る｡

児童福祉法第５６条第３項及び子ども・子育て支援法附則第６条第４項に規定する費用の徴収のために口座振替を勧奨し､

その件数を増やす｡また､保育料の現年度内徴収に努め､繰り越したものについては児童福祉法第５６条第６項及び子ども・

子育て支援法附則第６条第７項による滞納処分を執行し、滞納事案をなくす。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

保育料等管理 保育料等管理 保育料等管



Ｂ 効率的な徴収事務により必要最低限の人件費に抑制出来ている。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 現年度分保育料は口座振替を勧奨し、未納者へは督促状の送付や電話催告等で収納率の向上を目指

している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 保育料徴収を適正に行うことにより、公平な保育サービスが提供出来る。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
年２回実施される戸田市未収金回収強化期間中の全件電話による催告等のほか、催告書、督促状の送付、キャッ

令和５年度に シュレス決済の拡大により、納付機会を増やすことで、収納率の向上に努めた。また、滞納者については、預金

実施した 口座情報調査、預金差押えを実施し、適正な保育料管理業務を実施した。特に延長保育料については、在園中に

取組内容・効果 保育園との連携を図りながら卒園前納付を推奨し、令和元年度以降の未納は発生していない。

特になし。

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
本事業については現状で継続し、催告等を頻繁に実施できる体制を確保し、保育料収入率のさらなる上昇を目指

事業の方向性・
す。

取組方針
また、口座振替勧奨については、市民への利便性向上のためスマートフォン決済を導入しているため減少傾向に
あるが、今後は新規利用者を中心に口座振替数を伸ばすための促進活動を行ない、口座振替登録件数の増加を目
指す。

6 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 保育料口座振替勧奨 3月分保育料の口座振替 ％ 73 74 75 76 77
活動① 件数/調定件数 76 66 62 － ―
事務事業 滞納処分件数（滞納処分停止件数 滞納処分の執行件数及び 件 3 3 3 3 3
活動② を含む） 滞納処分の停止処分件数 3 10 6 － ―
事務事業 保育料収納率（公立） 保育料収納額÷保育料調 ％ 99 99 99 99 99
成果① 定額 99.2 98.7 99.5 － ―
事務事業 保育料滞納繰越額収納率（年度末 滞納繰越分収納額（年度 ％ 19.5 20 20.5 21 21.5
成果② ） 末）÷滞納繰越分調定額 17.3 22.3 23.7 － ―
事務事業 保育料収納率（私立） 保育料収納額÷保育料調 ％ 99 99 99 99 99
成果③ 定額 99.2 98.9 98.7 － ―
総合戦略 保育料収納率（私立） 保育料収納額÷保育料調 ％ 99 99 99 99 99
KPI① 定額 99.2 98.9 98.7 － ―

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
市民の利便性向上のため、納付書のバーコードを読み取ることで保育料の支払いが可能となるスマートフォン決済が増えたた

状況
め、口座振替件数は減少し目標を下回る結果となった。一方、滞納整理については、催告・差押・執行停止等滞納処分を重点

の分析 的に実施したことで、目標の大幅な更新に繋げることができた。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 保育所運営において、保護者から徴収する保育料は貴重な財源である。よって、保育料滞納の減少

は、保育環境の充実につながると考えられる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ



30 5,048,012 5,048,012 5,048,012 5,048,012

財
源
内
訳

国庫支出金 1,840,898 1,938,344 1,938,344 1,938,344 1,938,344

県支出金 876,364 942,404 942,404 942,404 942,404

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 582,589 409,040 409,040 409,040 409,040

一般財源 1,431,379 1,758,224 1,758,224 1,758,224 1,758,224

人　件　費 13,002 13,002 13,002 13,002 13,002

投入 常勤職員 2人 2人 2人 2人 2人

人員 非常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

事業費＋人件費 4,744,232 5,061,014 5,061,014 5,061,014 5,061,014

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 20612 民間保育所事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 02 01 01

記入日 令和 6年 6月11日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

子ども・子育て支援法 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 児童福祉法第５１条第４項（市町村の支弁）　　　 関連計画

通 達 等 戸田市民間保育所補助金交付要綱 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
民間の認可保育所に入所する児童とその保護者

民間の認可保育所が日中保育が必要な家庭の児童（０歳児から５歳児）を保育し、児童を心身ともに健やかに育成する。ま

事業目的
た、施設の健全な運営と児童及び職員の処遇を改善し、保育の充実を図る。

民間の認可保育所に負担金及び補助金等の助成を行って、保育が必要な児童の保育を民間の認可保育所に委託している。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

民間保育所運 民間保育所運 民間保育所運 民間保育所運 民間保育所運

営費等補助金 営費等補助金 営費等補助金 営費等補助金 営費等補助金

等事務事業 等事務事業 等事務事 等事務事 等事務事

事　業　費 4,731,2



施してきた「保育士緊急確保・定着促進事業補助金」（賞与・年間20万円）を令和5年度末で

令和５年度に 廃止し、「保育士確保・定着促進事業補助金」（月額34,000円を上乗せ）を新設した。また、乳児途中入所促進

実施した 事業の拡充、休日保育補助事業の新設等について、予算化を行った。さらに、物価高騰対策では、市単独事業と

取組内容・効果 して給食費の無償化（R5.10～R6.3）の実施、県の補助を活用した「光熱水費等の補助」、「保育士奨学金返済
支援事業」にも取り組み、保育事業者、保育士のほか子育て世帯への支援も実施した。
令和6年3月に新設した「保育士確保・定着促進事業」について年間を通した本格的な実施に加え、上記の各種補
助事業を適切に実施することにより、安全で安心な保育環境の整備に寄与していく。

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
民間保育所への補助事業について、必要性、妥当性及び実効性を検討しながら、保育を必要とする保護者が安心

事業の方向性・
安全な保育を受けられるための事業を実施し、選ばれる保育園づくりの実現に向け、さまざまな取組みを継続し

取組方針
ていく。

8 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 補助金支給保育園数 運営費・補助金を支給す 園 37 37 37 37 37
活動① る市内民間保育所数 37 37 37 － ―
事務事業 民間保育所入所児童数 民間保育所入所児童延べ 人 33,100 33,100 33,100 33,100 33,100
成果① 人数 34,948 34,349 34,723 － ―

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
民間保育園の入所状況は、年間を通して定員に近い入所率で推移しているが、一部の年齢クラスでは定員に空きが生じている

状況
保育園もある。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 子ども・子育て支援制度計画に沿った保育施設受入枠を設定しており、必要な保育ニーズに対応し

ていると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国、県、市の負担割合が規定されており、適正な執行が実施できていると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 民間事業者の活力を生かした事業であり、保育の委託を通じて必要な給付を実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 利用者負担額は、市が住民税額に応じて保育料を決定しており、受益の公平性と負担の適正化は図

られている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
平成30年度から実



27,332

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 24,690 27,328 27,328 27,328 27,328

人　件　費 3,900.6 3,900.6 3,900.6 3,900.6 3,900.6

投入 常勤職員 0.6人 0.6人 0.6人 0.6人 0.6人

人員 非常勤職員 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人

事業費＋人件費 61,899 90,768 90,768 90,768 90,768

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 44860 幼稚園事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 02 01 02

記入日 令和 6年 6月11日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 02 01 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

子ども・子育て支援法第３４条 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
施設型給付の対象施設のうち、学校教育法第１条に規定する幼稚園

幼稚園経営の健全発展及び教職員の資質の向上を図ることにより､本市幼児教育の振興に寄与することを目的とする｡

事業目的

文部科学省の基準や子ども子育て支援法、戸田市例規等の基準に基づいて､施設型給付等を行う｡

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

幼稚園施設型 幼稚園施設型 幼稚園施設型 幼稚園施設型 幼稚園施設型

給付費給付事 給付費給付事 給付費給付事 給付費給付事 給付費給付事

業 業 業 業 業

事　業　費 57,998 86,867 86,867 86,867 86,867

財
源
内
訳

国庫支出金 22,566 32,207 32,207 32,207 32,207

県支出金 10,742 27,332 27,332 27,332



合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
現在、市内の幼稚園１園が新制度幼稚園に移行している。今後も引き続き、実績及び状況を把握しながら、適切

事業の方向性・
な給付を行っていく。

取組方針

10 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 対象施設数 施設型給付を支給する施 園 2 2 2 2 2
活動① 設数 6 4 4 － ―
事務事業 教育・保育給付認定児童数 認定を受けた児童数 人 100 100 100 100 100
成果① 117 92 73 － ―

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
施設型給付幼稚園に適正な給付を実施することができた。一方、幼稚園の入園児数は年々減少傾向であり、給付認定児童数に

状況
ついては目標を下回った。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 子ども・子育て支援制度において、幼児教育の質の向上につながっている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国、県、市の負担割合が規定されており、適正な執行が出来ていると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 幼児教育の質の向上の視点において、当該事業の効果は大きい。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 利用者負担額は、３歳児クラス以上は無償化となっているため、適正化は図られていると判断する

。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし。

令和５年度に
実施した

取組内容・効果

特になし。

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統



36,834 267,527 267,527 267,527

財
源
内
訳

国庫支出金 13,096 285,454 91,090 91,090 91,090

県支出金 6,234 6,704 61,892 61,892 61,892

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 14,330 144,676 114,545 114,545 114,545

人　件　費 650.1 650.1 3,250.5 3,250.5 3,250.5

投入 常勤職員 0.1人 0.1人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 34,310 437,484 270,778 270,778 270,778

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 44861 認定こども園事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 02 01 03

記入日 令和 6年 6月11日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 02 01 03

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

子ども・子育て支援法第３４条 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提 関連計画

通 達 等 供の推進に関する法律第２条第６項 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
施設型給付の対象施設のうち、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第６項に規

定する認定こども園

認定こども園経営の健全発展及び教職員の資質の向上を図ることにより､本市幼児教育及び保育の振興に寄与することを目

事業目的
的とする｡

子ども子育て支援法、戸田市例規等の基準に基づいて､施設型給付等を行う｡

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

認定こども園 認定こども園 認定こども園 認定こども園 認定こども園

施設型給付費 施設型給付費 施設型給付費 施設型給付費 施設型給付費

給付事業 給付事業 給付事業 給付事業 給付事業

事　業　費 33,660 4



～R6.3）を実施し、市外の認定こども園を利用する保護者に対する経済的支援を行った

取組内容・効果 。

令和7年4月の認定こども園開設に向け、施設整備事業費の補助を継続するとともに、開設後の運営に必要な技術
的支援のほか、運営費や補助金等の調査、検討、予算措置等を行う。

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
新設される認定こども園が適正に運営されるよう、支援を継続していく。

事業の方向性・
取組方針

12 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 対象施設数 施設型給付を支給する施 園 1 1 1 1 1
活動① 設数 2 6 5 － ―
事務事業 教育・保育給付認定児童数 認定を受けた児童数 人 2 2 2 3 3
成果① 3 7 18 － ―

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
認定こども園に適正な給付を実施することができた。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 子ども・子育て支援制度において、幼児教育及び保育の質の向上につながっている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国、県、市の負担割合が規定されており、適正な執行ができていると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ａ 幼児教育及び保育の質の向上の視点において、当該事業の効果は大きい。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 利用者負担額は、市が住民税に応じて保育料を決定し、3歳児クラス以上は無償化となっているた

め、適正化は図られている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
令和7年4月に、つつじ幼稚園が市内初の認定こども園（幼稚園型）として開設されることに伴い、認可権者であ

令和５年度に る県や法人と密に調整の上、国・県補助を活用し施設整備を推進した。また、市単独での物価高騰対策として、

実施した 給食費の無償化（R5.10



79,298 279,298 279,298 279,298

県支出金 99,667 104,927 104,927 104,927 104,927

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 129,306 165,797 165,797 165,797 165,797

人　件　費 4,550.7 4,550.7 4,550.7 4,550.7 4,550.7

投入 常勤職員 0.7人 0.7人 0.7人 0.7人 0.7人

人員 非常勤職員 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人

事業費＋人件費 494,938 554,573 554,573 554,573 554,573

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 44286 小規模保育事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 02 02 01

記入日 令和 6年 6月11日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 02 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法第３４条、子ども・子育て支援法第３４ 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 条 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
地域型保育給付の対象施設のうち、小規模保育事業（定員１９名以下）に該当する施設

定員１９名以下の小規模保育施設への補助を行い、日中保育が必要な家庭の児童（０歳児から２歳児）を保育し、児童を心

事業目的
身ともに健やかに育成する。また、保育の充実を図る。

小規模保育施設を運営する事業者に対し、運営費等の補助を行う。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

小規模保育施 小規模保育施 小規模保育施 小規模保育施 小規模保育施

設運営費等補 設運営費等補 設運営費等補 設運営費等補 設運営費等補

助事業 助事業 助事業 助事業 助事業

事　業　費 490,387 550,022 550,022 550,022 550,022

財
源
内
訳

国庫支出金 261,414 2



取組内容 ＜ACTION＞
「保育士確保・定着促進事業補助金」を新設し、支給時期を令和６年３月に前倒しすることで、年度末に退職す

令和５年度に る保育士数を削減することができた。また、対象外であった「医療的ケア児保育支援事業費」を小規模保育施設

実施した も対象とし、令和５年度同施設での「医療的ケア児」の受入れに寄与したほか、物価高騰対策として県の補助を

取組内容・効果 活用した「光熱水費等の補助」、保育人材確保策として「保育士奨学金返済支援事業」にも取り組み、保育事業
者と勤務する保育士への支援を実施した。
「保育士確保・定着促進事業補助金」による保育人材確保支援に加え、ゼロ歳児クラスの空きが保育施設の経営
に大きく影響していることを受け、補助対象外であった「乳児途中入所推進補助金」について、市単独事業とし

令和６年度に
て小規模保育施設にも拡大し実施することで、小規模保育施設の健全な施設運営に向けた支援を継続して行う。

実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
今後も、小規模保育施設の適正運営及び保育の質の維持・向上を図るため、保育運営や保健衛生等の指導監督を

事業の方向性・
強化する。

取組方針

14 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 補助金支給保育施設数 運営費及び補助金を支給 園 11 11 11 11 11
活動① する施設数 11 11 11 － ―
事務事業 入所児童数 小規模保育施設入所児童 人 2,050 2,050 2,050 2,050 2,050
成果① 延べ人数 2,092 2,143 2,193 － ―

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
小規模保育施設の入所児童数は、認可保育所の入所児童数の増減に左右される部分があるが、認可保育所の１歳児クラスに空

状況
きが少ない状況から小規模保育施設を選ぶ保護者が増加し入所児童数は増加している。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ａ Ａ 子ども・子育て支援事業計画に沿った保育施設受け入れ枠を設定しており、必要な保育ニーズに対

応していると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国、県、市の負担割合が規定されており、適正な執行が実施出来ていると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 民間事業者の活力を生かした事業であり、保育の委託を通じて必要な給付を実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 利用者負担額は、市が住民税額に応じて保育料を決定しており、受益の公平性と負担の適正化は図

られている。

５．事業の見直し・行財政改革の



8 17,978 17,978 17,978

県支出金 7,004 7,203 7,203 7,203 7,203

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 9,089 23,007 23,007 23,007 23,007

人　件　費 1,950.3 1,950.3 1,950.3 1,950.3 1,950.3

投入 常勤職員 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人

人員 非常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 36,415 50,138 50,138 50,138 50,138

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 44287 事業所内保育事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 02 02 02

記入日 令和 6年 6月11日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 02 02 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法第３４条、子ども・子育て支援法第３４ 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 条 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－１、３－１

対象
地域型保育給付の対象施設のうち、事業所内保育事業を行う施設

事業所内保育施設への補助を行い、従業員の子どもの保育以外に地域の子どもを一定割合で受入れて保育し、児童を心身と

事業目的
もに健やかに育成する。また、保育の充実を図る。

事業所内保育施設を運営する事業者に対し、運営費等の補助を行う。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事業所内保育 事業所内保育 事業所内保育 事業所内保育 事業所内保育

施設運営費等 施設運営費等 施設運営費等 施設運営費等 施設運営費等

補助事業 補助事業 補助事業 補助事業 補助事業

事　業　費 34,465 48,188 48,188 48,188 48,188

財
源
内
訳

国庫支出金 18,372 17,97



業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
物価高騰対策として県の補助を活用した「光熱水費等の補助」を実施するとともに、新型コロナウイルス感染症

令和５年度に 対策として国の補助を活用した「保育環境改善等事業」に取り組み、保育事業者と施設を利用する児童への支援

実施した を実施した。

取組内容・効果

令和５年度の利用はなかったが、「保育士確保・定着促進事業補助金」による保育人材確保支援に加え、ゼロ歳
児クラスの空きが保育施設の経営に大きく影響していることを受け、補助対象外であった「乳児途中入所推進補

令和６年度に
助金」について、市単独事業として事業所内保育事業所にも拡大し実施することで、事業所内保育事業所の健全

実施する取組内容
な施設運営に向けた支援を継続して行う。

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
事業所内保育事業所の適正運営及び保育の質の維持・向上を図るため、保育運営や保健衛生等の指導監督を強化

事業の方向性・
する。

取組方針

16 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 運営費支給対象事業所数 運営費及び補助金の給付 園 2 2 2 2 2
活動① 対象となる施設数 2 2 2 － ―
事務事業 入所児童数 事業所内保育施設入所児 人 160 160 160 160 160
成果① 童延べ人数 128 136 187 － ―
総合戦略 事業所内保育実施事業所数 地域型保育及び企業主導 園 4 4 4 4 4
KPI① 型保育事業による施設数 3 3 3 － ―

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
事業所内保育事業所に適正な給付を実施することができた。

状況
認可保育所の１歳児クラスに空きが少ない状況から事業所内保育事業所の入所児童数は増加している。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ａ Ａ 子ども・子育て支援制度計画に沿った保育施設受入枠を設定しており、必要な保育ニーズに対応し

ていると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国、県、市の負担割合が規定されており、適正な執行が実施できていると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 民間事業者の活力を生かした事業であり、保育の委託を通じて必要な給付を実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 利用者負担額は、市が住民税額に応じて保育料を決定しており、受益の公平性と負担の適正化は図

られている。

５．事



16,892 16,892

財
源
内
訳

国庫支出金 0 3,123 3,123 3,123 3,123

県支出金 0 3,123 3,123 3,123 3,123

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 3,006 2,690 2,690 0

一般財源 11,346 7,640 7,956 7,956 10,646

人　件　費 19,503 19,503 19,503 19,503 19,503

投入 常勤職員 3人 3人 3人 3人 3人

人員 非常勤職員 3人 3人 3人 3人 3人

事業費＋人件費 30,849 36,395 36,395 36,395 36,395

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 17 頁

事務事業名 7097 一時保育事業費

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 02 03 01

記入日 令和 6年 6月18日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 02 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成６年度 ～ 令和１２年度

戸田市一時保育事業実施要綱　　　　　　　　　　 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 保育対策等促進事業の実施について(平成20年6月9 関連計画

通 達 等 日雇児発第0609001号）厚生労働省雇用均等・児童 施政方針

家庭局長通知

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市内在住の現在保育園入所をしていない集団保育可能な満1歳以上の未就学児、及び緊急的、一時的に保育が必要な保護者

等

保護者の就労形態による一時的な保育需要及び傷病等による緊急時保育需要に対応することにより、保育園児以外の子ども

事業目的
を養育する親の子育て支援を行う。

公立保育園において、満1歳以上の未就学児に対して、1日及び半日単位の保育を提供する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

一時保育の実 一時保育の実 一時保育の実 一時保育の実 一時保育の実

施 施 施 施 施

事　業　費 11,346 16,892 16,892



半日利用1,000円であり、適正な受益者負担の範囲であると判断して
いる。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし。

令和５年度に
実施した

取組内容・効果

特になし。

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
今後も保護者の利用ニーズに対応できるような事業を実施していく。

事業の方向性・
取組方針

18 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 開所日数 年間の開所日数（月～金 日 240 240 240 240 240
活動① 曜日） 242 243 243 － ―
事務事業 一時保育利用者数 一時保育利用延べ児童数 人 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
成果① 1,521 1,619 1,894 － ―

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
保育園に入所していない児童の一時的な保育需要に、十分対応していると考える。なお、定員に空きが生じている保育所も一

状況
部に見られるが、幼稚園等の利用や保育が必要な児童として認可保育園に入所できていること等が考えられる。

の分析 利用人数については、新型コロナウイルス感染症が第５類に移行したこともあり昨年度より増加したものの、市内の児童数減
少に伴い目標は達成しなかった。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 新型コロナウイルス感染症予防を行いながら、保育施設を利用していない児童の保護者の一時的な

保育需要に応えている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 担当保育士2名を配置し、適切な保育サービスの提供を行っている。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 利用形態に応じて月の利用回数の上限を設定しており、適正であると考える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 利用料は、1日利用2,000円、



育事業実施 保育事業実施 保育事業実施

（３ヶ所） （３ヶ所） （３ヶ所） （３ヶ所） （３ヶ所）

事　業　費 35,669 35,013 35,013 35,013 35,013

財
源
内
訳

国庫支出金 6,539 6,539 6,539 6,539 6,539

県支出金 5,334 5,334 5,334 5,334 5,334

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 23,796 23,140 23,140 23,140 23,140

人　件　費 650.1 650.1 650.1 650.1 650.1

投入 常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 36,319 35,663 35,663 35,663 35,663

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 19 頁

事務事業名 24630 病児・病後児保育事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 指導・監査担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 02 05 01

記入日 令和 6年 6月17日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 02 05 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成１９年度 ～ 令和１２年度

戸田市病児・病後児保育事業実施要綱 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 病児保育事業実施要綱（平成27年7月17日雇児発071 関連計画

通 達 等 7第12号）厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－１

対象
病気・病気回復期の児童及びその保護者

市内に居住する生後５７日から満１２歳に達した日以降の最初の３月３１日までの児童が病気又は病気回復期にあり、かつ

事業目的
保護者が勤務等の都合により家庭で育児を行うことが困難な場合にその児童の保育を行い、児童を持つ働く親の子育て支援

を図ることを目的とする。

日常的疾患、伝染病疾患、慢性疾患等の病児・病後児回復期の児童を、医療機関等で日中の間保育をする。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

病児・病後児 病児・病後児 病児・病後児 病児・病後児 病児・病後児

保育事業実施 保育事業実施 保



用料は１日２，０００円としており、適正は範囲と考える。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし。

令和５年度に
実施した

取組内容・効果

特になし。

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
事業者と連携して病児保育事業の市民への周知を図り、一層の利用促進を図る。

事業の方向性・
取組方針

20 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 実施施設への委託 運営委託先への委託額 千円 34,560 34,560 34,560 34,560 34,560
活動① 43,606 43,596 34,566 － ―
事務事業 受入体制整備日数 利用者の受入体制を確保 日 240 240 240 240 240
成果① した日数 242 243 243 － ―
総合戦略 病児・病後児保育利用者数 病児・病後児保育利用延 人 350 350 350 350 350
KPI① べ児童数 234 140 212 － ―

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
病児保育室の市民への周知を図り、病児・病後児保育の利用を促進した。

状況
利用児童数は、新型コロナウイルス感染症の影響等からの回復により、増加傾向にあるものの、目標値を下回っている。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 児童の病気又は病気回復期において、集団保育が困難な児童の預け先として機能している。また、

保護者就労形態に応じた対応を整えている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 施設の安定的な運営のため、国・県補助金を活用して委託料を支出しており、適正と判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 利用手続きにおける必要書類等を施設に提出していただくなど、利用者の負担軽減を図っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 利



（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

法令に基づく 法令に基づく 法令に基づく 法令に基づく 法令に基づく

施設等利用費 施設等利用費 施設等利用費 施設等利用費 施設等利用費

の支給を行う の支給を行う の支給を行う の支給を行う の支給を行う

事　業　費 509,000 527,904 527,904 527,904 527,904

財
源
内
訳

国庫支出金 252,022 263,593 263,593 263,593 263,593

県支出金 119,800 131,796 131,796 131,796 131,796

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 137,178 132,515 132,515 132,515 132,515

人　件　費 13,002 6,501 6,501 6,501 6,501

投入 常勤職員 2人 1人 1人 1人 1人

人員 非常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

事業費＋人件費 522,002 534,405 534,405 534,405 534,405

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 21 頁

事務事業名 51439 施設等利用給付事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 02 11 01

記入日 令和 6年 6月13日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 02 12 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 令和元年度 ～ 令和１２年度

子ども・子育て支援法 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
子育てのための施設等利用給付の認定を受けた申請者

急速な少子化の進行並びに幼児期の教育及び保育の重要性に鑑み、総合的な少子化対策を推進する一環として、子育てを行

事業目的
う家庭の経済的負担の軽減を図るため、市の確認を受けた幼児期の教育及び保育等を行なう施設等の利用に関する給付を行

う。

支給要件を満たした認定子どもが利用した際に要した費用（子育てのための施設等利用費）を給付する。

利用した施設や利用方法に応じ、現物給付や償還払いを実施する。

主な対象は、未移行幼稚園の保育料、未移行幼稚園の預かり保育利用料及び認可外保育施設の保育料並びに一時預かり保育

事業、病児保育事業及びファミリー・サポート・センター事業等を利用した際の利用料となる。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額



効果

特になし。

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
関係機関や近隣市等と調整しながら、より効率的な給付方法について検討し、引き続き適正な給付を行っていく

事業の方向性・
。

取組方針

22 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 給付対象施設数 確認を受けた特定・子ど 園 52 52 52 52 52
活動① も子育て支援施設数 54 54 50 － ―
事務事業 給付費支給人数 施設等利用給付認定者数 人 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300
成果① 2,114 1,844 1,628 － ―

Ｃ：全ての目標が達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞
施設数においては、ベビーシッターや一時保育において事業の廃止等があり目標を下回った。また、給付費の支給対象となる

状況
人数についても、幼稚園や認可外保育施設利用者数が伸び悩んだため、目標を下回った。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 幼児教育・保育施設を利用する対象者全てへ給付を行うことで、子育て世帯の経済的負担の軽減を

図っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国、県、市の負担割合が規定されており。給付を適正に行うことが出来ている。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 事業者（幼稚園・保育施設等）と連携して、支給方法等の事務を工夫して実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 国が示す給付水準に基づき実施しているため、適正であると考える。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし。

令和５年度に
実施した

取組内容・



7 1,988 1,988 1,988 1,988

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 45,153 15,838 15,838 15,838 15,838

人　件　費 3,250.5 3,250.5 3,250.5 3,250.5 3,250.5

投入 常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人

事業費＋人件費 49,378 23,064 23,064 23,064 23,064

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 23 頁

事務事業名 51693 私立幼稚園事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 02 12 01

記入日 令和 6年 6月12日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 02 13 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 昭和４７年度 ～ 令和１２年度

子ども・子育て支援法

根拠法令 戸田市私立幼稚園振興補助金交付要綱 関連計画

通 達 等 戸田市副食費の実費徴収に係る補足給付事業費交付 施政方針

要綱

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－１

対象
市内私立幼稚園設置者・市内在住の私立幼稚園児等の保護者

幼稚園経営の健全発展及び教職員の資質の向上を図ることにより､本市幼児教育の振興に寄与することを目的とする｡

事業目的

法令や戸田市例規等の基準に基づいて､幼稚園設置者等に対して補助金･助成金の交付を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

幼稚園設置者 幼稚園設置者 幼稚園設置者 幼稚園設置者 幼稚園設置者

・保護者への ・保護者への ・保護者への ・保護者への ・保護者への

給付 給付 給付 給付 給付

事　業　費 46,127 19,813 19,813 19,813 19,813

財
源
内
訳

国庫支出金 487 1,987 1,987 1,987 1,987

県支出金 48



理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 保護者への補助額について、国の基準に基づき決定しているので、公平性があると判断する。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし。

令和５年度に
実施した

取組内容・効果

特になし。

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
私立幼稚園及び在園児保護者への補助事業について、必要性、妥当性及び実効性を検討しながら、引き続き適正

事業の方向性・
な給付を行っていく。

取組方針

24 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 入園児童数 毎年5月1日現在の市内園 人 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100
活動① に在籍している児童数 1,792 1,604 1,433 － ―
事務事業 補助金給付額 市内私立幼稚園への補助 千円 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000
成果① 金給付総額 16,892 30,419 46,103 － ―
総合戦略 市内私立幼稚園の預かり保育実施 教育時間後も保護者の就 園 7 7 8 8 9
KPI① 園数 労等による預かる制度 8 9 9 － ―

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
入園児数は年々減少傾向であり、目標を下回った。申請のあった補助事業については、各幼稚園に適正に給付することができ

状況
た。預かり保育実施園については、入園児童の保護者の就労等によるニーズの増加を受け、各幼稚園で実施内容が拡充してい

の分析 る。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 幼稚園及び保護者への補助を通じて、幼児教育の充実に対して貢献していると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 幼稚園及び保護者への補助額について、事業費の水準としては適正であると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 国の補助要綱等に則って行う事業であり、基準に沿った事業を行っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断



金 729 0 0 0 0

県支出金 1,766 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 4,777 0 0 0 0

人　件　費 3,250.5 0 0 0 0

投入 常勤職員 0.5人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 10,523 0 0 0 0

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 25 頁

事務事業名 54147 認可外保育施設運営支援事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 管理・給付担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 02 17 01

記入日 令和 6年 6月13日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 02 18 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 令和５年度 ～ 令和５年度

保育対策総合支援事業費補助金交付要綱

根拠法令 埼玉県保育所等物価高騰対策給付事業補助金交付要 関連計画

通 達 等 綱 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
認可外保育施設

感染症拡大防止の観点から、感染症対策の徹底に必要な経費を支援することにより、認可外保育施設における継続的な事業

事業目的
実施に向けた環境改善を図る。また、送迎用バスの安全装置の設置に必要な費用を助成することで、安全装置の設置を推進

し、子どもの安心・安全を確保する。さらに、物価高騰の影響による光熱費や食材料費の高騰により、保育施設及び保護者

の負担を軽減するため、支援金を給付する。

認可外保育施設（居宅訪問型保育事業を除く。）を運営する事業者に対し、保育環境改善等の補助を行う。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

認可外保育施

設運営支援事

業

事　業　費 7,272 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出



外保育施設を利用する保護者に対する経済的支援

取組内容・効果 を行うとともに、県の補助を活用した「光熱水費等の補助」などに取り組み、保育事業者支援を実施した。

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ●令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
国・県の補助事業により実施しているため、今後の事業の継続については、国・県の動向を注視していきたい。

事業の方向性・
取組方針

26 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 補助金を受給する認可外保育施設 補助金を受給する認可外 施設 12
活動① 保育施設 12 － ―
事務事業 補助金支給額 補助対象認可外保育施設 千円 3,500
成果① 補助金受給総額 7,272 － ―

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
補助対象となる施設及び保護者へ適正に補助を行うことができた。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － Ａ 適正な支援を実施することで、認可外保育施設の安定した運営に貢献できた。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
－ － Ａ 国、県の補助事業に基づき実施しており、適正であると判断する。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
－ － Ａ 事務については、国、県の補助要綱等に基づき執行している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
－ － Ａ 国、県が示す給付水準に基づき実施しているため、適正であると考える。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
令和５年４月に義務付けられた保育施設等で使用する送迎用バスに安全装置を設置する費用について、国の補助

令和５年度に を活用し、市内業者に全額助成し、施設を利用する児童の安全確保に寄与した。また、物価高騰対策として、給

実施した 食費の無償化（R5.10～R6.3）を実施し、市内及び市外の認可



源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 380 0 0 0 0

人　件　費 3,250.5 0 0 0 0

投入 常勤職員 0.5人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 3,631 0 0 0 0

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 27 頁

事務事業名 48646 待機児童緊急対策事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 指導・監査担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 02 96 98

記入日 令和 6年 6月17日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 02 06 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成２８年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法第３５条第４項 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 子ども・子育て支援法 関連計画 30　「待機児童ゼロ」継続に向けた保育園と学童保

通 達 等 施政方針 育のさらなる充実

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－１

対象
社会福祉法人及びその他の法人の保育所設置事業者

保育士

保育所入所の待機児童数の動向をみながら、保育所の受入枠確保のための施設整備等を行う。また、安定した保育所運営を

事業目的
実施するための保育人材の確保や、保育の質の向上を目指す。

待機児童数と就学前児童の推移をみながら必要な施設整備等を行い、保育の受入枠の確保を行う。安定的な保育人材を確保

し、保育の質の向上を図るため、産学官協働による協議や具体的事業を実施する。また、研修や監査の実施を通して質の向

上を図る。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

保育人材確保

事業

事　業　費 380 0 0 0 0

財



行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
戸田市・ハローワーク合同の「保育のお仕事面接会＆説明会」の実施及び保育士募集リーフレット（TODAYs）の

令和５年度に 発行により、保育士の人材確保に取り組んだ。また、保育の諸課題に対応するため、保育の質及び魅力向上のた

実施した めに「とだの保育の質・魅力向上プロジェクト」を予算化した。

取組内容・効果

特になし。

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ●令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
待機児童数が０名になったことにより、保育園事務費に統合し、継続的に事業を実施していく。

事業の方向性・
取組方針

28 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 保育人材確保事業の実施 延べ参加人数 人 20 30 30 30 30
活動① 0 17 29 － ―
事務事業 保育研修実施回数 回 20 20 20 20 20
活動② 3 8 8 － ―
事務事業 事業参加者の採用人数 内定含む採用された人数 人 3 5 5 5 5
成果① 0 8 2 － ―
事務事業 保育研修参加延べ人数 人 350 355 360 365 370
成果② 260 383 475 － ―
総合戦略 子ども・子育て支援新制度におけ 小規模・事業所内保育、 園 25 25 25 25 25
KPI① る指導監査 認可外保育施設等へ実施 30 27 27 － ―

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
就職面接会及び説明会を開催して市内保育施設への採用につながった。また、保育研修については、人数制限を撤廃したこと

状況
により、参加人数が大幅に増加した。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 保育所入所受入枠の維持を交渉した結果、待機児童ゼロを達成することが出来た。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 事業実施にあたっては、必要な経費を計上している。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 新型コロナウイルス感染症予防対策を行いながら、保育人材確保事業等を行っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 保育所及び保護者や子どもへの支援を公平かつ適正に実施している。

５．事業の見直し・



そ　の　他 30,894 129,423 129,423 129,423 129,423

一般財源 385,631 387,173 409,273 409,273 409,273

人　件　費 734,613 780,120 780,120 780,120 780,120

投入 常勤職員 113人 120人 120人 120人 120人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,156,884 1,322,332 1,322,332 1,322,332 1,322,332

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 29 頁

事務事業名 7102 保育園管理運営費

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 指導・監査担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 04 01 01

記入日 令和 6年 6月17日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 04 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

児童福祉法 戸田市子ども・子育て支援事業計画

根拠法令 戸田市立保育所設置及び管理条例 関連計画

通 達 等 戸田市立保育所設置及び管理条例施行規則 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：２－１

対象
保育園入園児童及び保護者

効率的で適切な公立保育園運営により、良好な保育の提供を行う。

事業目的

公立保育園の安全かつ安心な保育を運営するため、入所児童及び職員の処遇や施設維持管理等を行い、安定的に保育を提供

する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

公立保育所管 公立保育所管 公立保育所管 公立保育所管 公立保育所管

理運営 理運営 理運営 理運営 理運営

事　業　費 422,271 542,212 542,212 542,212 542,212

財
源
内
訳

国庫支出金 1,057 1,019 1,019 1,019 1,019

県支出金 4,689 2,497 2,497 2,497 2,497

起　　　債 0 22,100 0 0 0



＞
保育参加や、時間が選択できる保育参観を実施し、保護者の、自身の子どもや保育園への理解につながった。

令和５年度に
実施した

取組内容・効果

公立保育園のＩＣＴ化を進め、保護者の利便性と保育者の業務効率の向上を図り、保育の質の向上を目指す。

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ●４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
引き続き、保育の質の向上及び施設維持管理について適正な内容で取り組んでいく。

事業の方向性・
令和６年度から保育園運営管理費に統合する。

取組方針

30 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 入所定員 ４月１日現在の受入定員 人 793 793 793 793 793
活動① 793 777 776 － ―
事務事業 入所率 ４月１日現在入所児童/ ％ 100 100 100 100 100
成果① 入所定員 89.5 87.5 87.6 － ―
総合戦略 事故件数 重大事故の発生件数 件 0 0 0 0 0
KPI① 0 0 0 － ―

Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
入所定員及び入所率については新規申込者の減少もあり、目標を下回ってしまったが、５月以降の入所により年間を通しての

状況
入所定員、入所率については例年どおりであった。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 公立保育園入所児童へ安全・安心な保育の提供を行っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 公立保育園の安定的な運営のため、適正な人員配置を行っている。経費についても、保育所運営に

必要な水準を保っている。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 公立保育園の運営を安定的に継続することで、入所児童への安全かつ安心な保育の提供につながっ

ていると判断する。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 利用者負担額は、市が住民税額に応じて保育料を決定しており、また、３歳児クラス以上は無償化

となっているため、適正と考える。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION



起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 6,501 0 0 0 0

投入 常勤職員 1人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 7,540 0 0 0 0

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 31 頁

事務事業名 53589 医療的ケア児保育支援事業

担当組織 こども健やか部 保育幼稚園課 担当 指導・監査担当

組織コード
R6 18 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R6 01 03 02 04 01 92

記入日 令和 6年 6月17日
R5 18 04 00 R5 01 03 02 04 01 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 01 子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち ● 対象
再掲施策

施策 02 乳幼児期の保育・教育の充実 ○ 対象外

事業期間 令和５年度 ～ 令和１２年度

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法 35-1　医療的ケアが必要な子どもに対応できる保育

根拠法令 律 関連計画 ・教育環境の整備

通 達 等 保育対策総合支援事業費補助金交付要綱 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市内保育所の在園児で医療的ケアが必要な子ども及び保護者

保育所において日常生活等に支援が必要とされる医療的ケア児を受け入れ、適切な支援を行うことで、医療的ケア児の健や

事業目的
かな成長及び家族の離職防止に資する。

看護師等が医療的ケア児の状況に応じた支援を行い、併せて主治医や関係機関と連携しながら、保育所での受け入れ等実施

体制を整備していく。また、適宜ガイドラインの見直しを行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

保育所におけ

る医療的ケア

児への支援

事　業　費 1,039 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 831 0 0 0 0

県支出金 208 0 0 0 0



休止

○６その他見直し ○令和７年度で終了 ○令和６年度で終了 ●令和５年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
保育園管理運営費に統合し、公立保育園での受入定員の拡大を図る。

事業の方向性・
取組方針

32 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 保育所における医療的ケア児の受 人 0 1 1 2 2
活動① け入れ人数 0 1 1 － ―

Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
常勤看護師２名を配置し、安全に安定した医療的ケアを実施することができた。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － Ｂ 医療的ケア児を含めた配慮が必要な子どもの保育を行うことで、子育て世帯への支援に繋がってい

ると判断する。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
－ － Ｂ 国・県の補助事業を活用した事業であり、経費は適正であると考える。

評価結果 事業手法は適正か。

３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
－ － Ｂ 保育所において医療的ケア児の受け入れにあたり、市のガイドラインを作成して、関係機関と連携

しながら実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ３年度 ４年度 ５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
－ － Ｂ 利用者負担額は、市が住民税額に応じて保育料を決定しており、受益の公平性と負担の適正化は図

られている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
医療的ケア児受入れに関するガイドライン及び各種様式を見直し、戸田市内の民間保育施設で受入れができるよ

令和５年度に う改正を行った。

実施した
取組内容・効果

特になし。

令和６年度に
実施する取組内容

６．令和７年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５


